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等は 2009 年度の 17.0% から 17.0%、外国人女性ポストドクター等は 6.2% か

ら 6.4% と全体に占める比率にさほどの変化はない。よって、ポストドクター

等の減少は主に日本人男性ポストドクター等に起因すると考えられる。

2.4　日本人男性ポストドクター等の減少要因について

　日本人男性ポストドクター等の減少要因を探る上で、流入と流出のどち

らに要因があるかについて、検討する必要がある。そこで、2009 年 11 月と

2012 年 11 月に在籍していたポストドクター等のうち、流入者を「調査当該

年度に採用されたポストドクター等」、流出者を「調査当該年度にポストドク

ター等としての在籍を終了した者（次の職種が不明の者を含む）」と定義し、

年次比較を行った。結果、流入者は 2009 年度の 7,111 人から 6,478 人に減少

しており（図３A）、流出者も 2009 年度の 3,266 人から 3,170 人に減少してい

た（図３B）。よって、ポストドクター等の総数の減少は、ポストドクター等か

らの流出者の増加ではなく、ポストドクター等への流入者の減少の方に主な

要因があると考えられる。

性別・国籍別に見ると、日本人男性ポストドクター等の流入者は 2009 年度

の 3,973 人から 3,481 人、外国人男性ポストドクター等は 1,307 人から 1,180

人、日本人女性ポストドクター等は 1,340 人から 1,339 人、外国人女性ポスト

図３　ポストドクター等の流入と流出に関する年次比較　
　A. ポストドクター等の性別・国籍別流入者数の年次比較、B. ポストドクター等の性別・国籍
別流出者数の年次比較。出典：科学技術・学術政策研究所、文部科学省 科学技術・学
術政策局 人材政策課　「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 —大学・公的研究機
関への全数調査（2012 年度実績）—」より作成。
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ドクター等は 491 人から 478 人となっており、日本人男性ポストドクター等

の流入者が特に減少している（図３A）。一方、日本人男性ポストドクター等

の流出者は 2009 年度の 1,888 人から 1,764 人、外国人男性ポストドクター等

は 596 人から 626 人、日本人女性ポストドクター等は 570 人から 536 人、外

国人女性ポストドクター等は 212 人から 244 人となっており、日本人に比し

て外国人ポストドクター等の流出者が増加していることが分かる（図３B）。し

たがって、ポストドクター等への流入者、特に日本人男性ポストドクター等

の流入者の減少の影響が大きいと考えられる。

ポストドクター等の雇用・進路に関する調査では、ポストドクター等の

前職や分野についてもたずねている。分野においては、工学が 2009 年度の

4,267 人（28.0%）から 3,320 人 (23.4%) と総数と比率共に減少が著しく、農学

が 1,641 人（10.8%）から 1,306 人（9.2%）、社会が 914 人（6.0%）から 658 人（4.6%）

と減少傾向にある。一方、ライフサイエンス分野のポストドクター等が含ま

れる理学、保健の分野においては、理学は 2009 年度の 4,754 人（31.2%）か

ら 5,032 人（35.5%）、保健は 2,107 人（13.8%）から 2,081 人（14.7%）と増加傾

向にある。工学分野は男性比率が最も高く 83.8% であり、日本人男性ポスト

ドクター等は 2009 年度の 2,304 人から 1,742 人に、外国人男性ポストドクタ

ー等は 1,308 人から 1,039 人に、日本人女性ポストドクター等は 362 人から

279 人に、外国人女性ポストドクター等は 293 人から 257 人にそれぞれ減少

しており、男性日本人ポストドクター等の減少率が最も高い。なお、本調査

の分野分類は、総務省「科学技術研究調査」[18] の大学等における「研究本務

者の専門別内訳」分類に従っており、平成 24 年度より理学の区分に「情報科学」

が追加され、その他の区分に「心理学」が追加されるという変更がなされて

いる。そのため、理学、工学、人文、その他における人数の変化に留意され

たい。

ポストドクター等の前職においては、ポストドクター等に採用される前に

博士課程学生だった者が 2009 年度においては 4,833 人（31.8%）であったのに

対し、2012 年度においては 4,288 人（30.3%）と減少している。「調査当該年

度に採用されたポストドクター等」に限定して見ると、2009 年度においては

2,596 人（36.5%）であったのに対し、2012 年度においては 2,300 人（35.4%）
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と約 300 人程度減少している。同様に、調査当該年度に採用されたポストド

クター等のうち、調査当該機関にポストドクター等として採用される前にす

でに他機関においてポストドクター等だった者に関しては、2,216 人（31.6%）

から 1,892 人（29.2%）と減少の度合いが大きい。

2.5　ポストドクター等の進路動向

　ポストドクター等のキャリアパスとして、まず、ポストドクター等を続ける

か、ポストドクター等以外の道を選択するかの大きく二つに分かれる。2012

年 11 月に在籍していたポストドクター等 14,175 人のうち、2013 年 4 月 1 日

すなわち翌年度もポストドクター等として職を継続している者は 11,002 人で

あり、全体の 77.6% を占める。一方、2012 年 11 月に在籍していたポストド

クター等 14,175 人のうち、2013 年 4 月 1 日までにポストドクター等から職

種変更をしたことが判別できた者は 1,930 人であり全体の 13.6% を占める。

2009 年度においては、翌年度もポストドクター等として職を継続している者

は 15,520 人のうちの 11,222 人（73.7%）であり、職種変更した者は 2,217 人

（14.6%）である。2012 年度を 2009 年度の結果と比較すると、ポストドクター

等を継続する者の割合が 2012 年度において上昇し、職種変更する者の割合

が減少している。

　次の大きなキャリアパスの方向性として、ポストドクター等の次も研究開発

職を続けるか、研究開発とは別の職に就くかに大別されるであろう。ポスト

ドクター等から職種変更をしたことが判別できた者のうち、学生、専業主夫・

婦、無職の者を除外し、研究開発職と非研究開発職への就職の傾向を見たと

ころ、2009 年度は非研究開発職を選択した者が 151 人（7.5%）であったのに対し、

2012 年度は非研究開発職を選択した者が 199 人（11.4%）であり（図４AB）、

ポストドクター等から研究開発職としてのキャリアを継続せず、研究開発以外

の分野にキャリアを広げている者が増加傾向にあることが示唆される。また、

非研究開発職を選択した者のうち、2009 年度にベンチャーなどの起業をした

ポストドクター等が 2 名であったのに対し、2012 年度は 6 名と増加している

ことに加え、知的財産関連職やリサーチ・アドミニストレーター等の専門知識

を活かした職業に就いた者も見受けられる。
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図４　ポストドクター等の職種変更
　A. 非研究開発職に職種変更した者の割合（2009 年度）、B. 非研究開発職に職種変更
した者の割合（2012 年度）、C. 職種変更した者の学位取得後からの年数。出典：科学技術・
学術政策研究所、文部科学省 科学技術・学術政策局人材政策課「ポストドクター等の雇用・
進路に関する調査 —大学・公的研究機関への全数調査（2012 年度実績）—」より作成。

ポストドクター等から研究開発職を次の職として選択した者については、

大学教員となった者が最も多く 1,103 人（57.2%）である。大学教員の職を得

た者のうち、半数以上の 56.8% は助教・助手のポストに就いており、講師の

ポストに就いた者は 23.5%、准教授のポストに就いた者は 11.2% であり、ポ

ストドクター等がアカデミアに残る際には助教・助手へキャリアを進める者

が最も多い。それぞれの任期について任期不明の者を除外して見てみると、

A. B.

C.
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助教・助手の 73.6%、講師の 65.7%、准教授の 44.6% が任期付のポストであり、

大学教員となった者全体では 67.7% が任期付となっている。任期付ポストの

うち、テニュアトラックポストであることが判明している者は 6.9% を占める

にすぎず、本調査では再任の有無までは分からないが、ポストドクター等の

その後の進路として大学教員の職を得た場合も、キャリアパスが安定したと

は言えない状況にあると考えられる。一方で、公的研究機関の研究開発職の

ポストに就いた者は任期付が 15.0%、民間企業の研究開発職のポストに就い

た者は 11.1% と大学教員に比して任期付の割合が大幅に低く、安定した雇用

環境にあると言える。全体として、ポストドクター等から職種変更をしたこ

とが判別できた者のうち、任期付きの職に就いた者は 58.4% であり、任期無

の職に就いた者は 41.6% である。

ポストドクター等から「いつ」職種変更するかについても、ポストドクター

等から次の職を探す者にとっては重要な要素である。ポストドクター等から

職種変更をしたことが判別できた者の学位取得からの年数を見たところ、学

位取得後 0-2 年の者が 45.6%、3-5 年の者が 28.7%、6-9 年の者が 17.1%、10

年以上の者が 8.7% を占める。ポストドクター等全体では、学位取得後 0-2 年

の者が 43.5%、3-5 年の者が 27.4%、6-9 年の者が 16.2%、10 年以上の者が

12.9% を占めており、学位取得後 10 年以上の者に関しては、ポストドクター

等からの職種変更が難しくなっていることが窺われる。特に、研究職として

の採用時には、学位取得後の研究歴に応じた業績が求められることから、学

位取得からの年数が経過している程、採用基準がより厳しいものと推察され

る。また、大学等に助教・助手としてのポストに就いた者の 80.3%、講師と

してポストに就いた者の 77.4%、民間企業の研究開発職のポストに就いた者

の 88.7% が学位取得後 0-5 年の者であり、学位取得後の早い段階において多

くの者がこれらのポストを得ている。年齢については、2012 年度に職種変更

した者のうち、29 歳以下は 23.3%、30 歳から 34 歳は 42.3%、35 歳から 39

歳は 22.3%、40 歳以上は 12.1% を占めており、おおむねポストドクター等の

年齢構成比と類似している。ただし、大学等に助教・助手としてポストに就

いた者の 72.6%、民間企業の研究開発職のポストに就いた者の 79.2% が 34 歳

以下であることから、このようなポストを得るにあたり、移動に適した年齢
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についても念頭に置くことが必要である。

３　考察
3.1　2012年度ポストドクター等の雇用・進路状況に関する調査からの示唆

　2012 年度のポストドクター等の雇用・進路状況に関する調査結果より、ま

ず、若い層の日本人男性ポストドクター等が大幅に減少しており、特に、調

査当該年度におけるポストドクター等としての流入者において、日本人男性

ポストドクター等の減少数が大きいことが分かった。これは、博士号を取得

あるいは博士課程を修了した直後の日本人男性が、初めて就く職としてポス

トドクター等を選択しないという傾向が強まっていることが示唆される一方

で、博士課程修了者自体の減少が影響している可能性もある。そこで、文部

科学省が毎年度実施している学校基本調査より、1955 年以降の修士課程入学

者数と博士課程入学者数の推移を男女別に見たところ、博士課程入学者は特

に男子学生において 2003 年度をピークに減少に転じており（図５）、ポストド

クター等となり得る博士課程学生の減少の影響も大きい。文部科学省高等教

育局では、ポストドクター等の調査と同時期である 2009 年度と 2012 年度に、

博士課程修了者を対象とした進路状況調査を実施しており [19, 20]、博士課程修

図５　大学院入学者数の男女別推移
　出典：文部科学省 「学校基本調査」各年度より作成。
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了者の進路状況の経年変化も合わせて見ることで、より詳細な議論につなげ

られると考えられる。

科学技術・学術政策研究所が実施した、我が国の博士課程修了者の大学

院における修学と経済状況に関する調査研究によると、博士課程進学時に

修了後の進路として意識していた就職先として、日本国内の教育機関を意識

していた者が最も多く全体の 61.9% を占めており、職種区分としては全体の

81.1% が研究開発職を意識していたと回答している [21]。博士課程修了者はア

カデミア志向が強いという印象が持たれがちであるが、職種区分として「ポ

ストドクター等」や「大学教員」等の詳細な選択肢がないため、ポストドク

ター等に対する若年層の印象に関して、今後精査する必要があるだろう。

　ポストドクター等の進路動向としては、ポストドクター等から職種変更

をしたことが判別できた者のうち、任期の無いポストを得ている者は全体

の 41.6% であり、半数にも満たない。また、ポストドクター等から大学教員

になった者については、任期の無い大学教員のポストを得た者は 32.3% と

さらに低い傾向にあり、67.7% の者は任期のある状態が継続している。給与

や業務に関しても、ポストドクター等と任期付の大学教員との違いは明らか

ではなく、テニュアトラック教員を除いては、昇進とは言えない状況にある

かもしれない。ポストドクター等の採用前の職業に関して見ると、大学教員

からポストドクター等になっている者が一定数おり、ポストドクター等の総

数は減少しているにもかかわらず、2009 年度の 1,067 人から 2012 年度では

1,156 人と増加しており、調査当該年度の直近の採用動向を見ても、2009 年

度の 471 人から 2012 年度には 534 人と増加傾向にある [9]。したがって、ポ

ストドクター等と任期付の大学教員との境目が曖昧になっており、アカデミ

アにおいて若手研究者としてキャリアを継続していくにあたり、ポストドク

ター等や大学教員として任期付ポストでの雇用が続き、安定したキャリアパ

スが描けない現状にあることが示唆される。このような若手研究者の先行き

不安感から、学部生や修士生といった若年層は研究者を目指さず、大学院進

学者数や進学率の減少につながるという負のスパイラルが形成されているの

ではないだろうか。
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3.2　博士号取得がキャリアとして選択されるために必要とされる研究環境や

支援の在り方とは

研究開発にはリスクが伴い、全ての研究が成功することは決してない。ポ

ストドクター等は、任期付という限られた雇用期間の中で競争環境にさら

され、重圧の中で研究活動を行っている者も多いだろう。そのため、リス

クに応じた報酬や、一定の研究成果を挙げた者が研究主宰者（Principal 

Investigator, PI）のポストを獲得できる、あるいは、テニュアトラック等の

PI に一歩近付くキャリアパスに乗れるということが明示され、リターンが分

かりやすく提示されている必要がある。しかし、現状はどうだろうか？　ポ

ストドクター等の次の職として一定の者が大学教員に就いているとしても、

昇進かどうかが分からない現況においては、若手研究者が目標とすべきキャ

リアパスがぼやけてしまっている。ポストドクター、任期付大学教員、任期

無大学教員の採用要件や基準、求められる能力の違いが明確化され、客観的

な評価の判断が可能である必要があると考える。

また、任期付のポストが続くことで、不安定な雇用環境からいつ抜け出せ

るのかが見えにくい状況にあるのと同時に、任期付のポストを繰り返し続け

ることを妨げない現状にもある。本来であるならば、任期付研究者であるポ

ストドクターは、将来の PI 候補者に選抜されるトレーニング期間と位置付け

られ、競争環境は期間限定であるべきである。しかし、ポストドクター等の

中には PI を積極的には目指さないものの、研究活動の継続を希望する者も一

定割合いる。現在、このように職人的な研究者として研究活動を継続してい

るポストドクターと、将来の PI 候補者としてのポストドクターが待遇や給与

の面でも明確に区別されていない状況であるため、両者を線引きする必要が

あるのではないだろうか。米国においては、ポストドクターの給与は学位取

得後の年数に比例して上昇し、一定の年数に達した場合に給与の上限が定め

られているという給与体系が整えられている [22]。この仕組みにより、優秀な

ポストドクターは高い給与を払われてでも継続的にポストドクターとして雇

用されるが、成果が挙げられずに学位取得後の年数が経過していく者は、雇

用主が給与を支払うインセンティブに欠けるため、ポストドクター以外のキ

ャリアを再考する必要性に迫られるようになっている。日本においても、雇
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用財源や雇用形態によらず、ポストドクター等としての経験年数に応じた最

低賃金が担保される仕組みが整えられると共に、必要に応じてキャリアを見

直す機会が強制的にでも与えられることが望ましい。また、ワシントン協定

等の国際的に通用する技術者教育認定のように、大学や研究機関において一

定のトレーニングや基準を満たしたポストドクター等の研究者は、ポスト・

ポストドクター等として、プロフェッショナル研究者としての資格と相応の

身分が付与される等、博士号取得以降の研究者としての経験とスキルが評価

されるポストドクター等認定制度を導入し、そのような立場の研究者に活躍

の場を与える研究環境を国際的に整えることも、一考の余地があるだろう。

現在、日本学術振興会の特別研究員や海外特別研究員など、ポストドクタ

ー相当としての研究活動を支援する制度は充実しているが、ポストドクター

等から PI の前段階に位置する者に対する支援は、科学技術振興機構のさき

がけ研究者を除くとほとんどないと言える。そのため、PI への移行段階を

支援するグラントを拡充するなど、優秀な研究者のキャリアパス構築を支援

する仕組みが整備されることが望ましい。例えば、日本学術振興会の DC や

PD、海外特別研究員や、ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プログラ

ム等の国際的なフェローシップに研究者として採択された者のうち、特に優

秀な業績を挙げた者は、国によりテニュア研究者・PI の候補として選抜され、

希望する大学や公的研究機関に出向でき、研究費も一定の額が提供されるな

ど、国として優秀な研究者に適切なポジションを与え、継続的に選抜・養成

するという制度も考えられる。各大学や公的研究機関が設定する独自の採用

基準によらず、研究者としての優秀さが国により公平に審査される仕組みは、

大学や公的研究機関の不透明な採用制度に疑問を抱く若い研究者達に希望を

与え、また、国内の流動性を高めるためにも一定の効果が挙げられるのでは

ないだろうか。文部科学省では、若手研究者の安定的雇用と流動性の両立を

担保する制度として、特に優れた研究者を年棒制により無期雇用する「卓越

研究員制度」を検討している [23]。今後の議論の展開にも注目されたい。

日本は今後、国全体として少子高齢化が進み、国内研究者層の弱体化も懸

念されている。グローバルスタンダードに基づいた採用基準と採用プロセス

を対外的にも明示することは、日本国外に在住する研究者の選択肢を増やし、
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優秀な海外研究者の誘致や海外在住の日本人研究者の呼び戻しにつながると

言えよう。このような、現在の研究者に対する支援を拡充することは、将来

の研究者となる者の大きな判断材料となるため、国として優秀な研究者を積

極的に支援する姿を見せることに対する波及効果は極めて高いと思われる。

科学技術によりイノベーションを創出するには、イノベーションの創出につ

なげられる高いポテンシャルを有した人材を研究者の入口、そして、国内の

研究者層に新たに迎え入れることが肝要である。
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